
（2）HpXIhcRole属性プロファイル  

本HPKIのCPでは、ISOTS17090に定められたhcRole属性のASN．1表記を以  

下のようにプロファイルする。  

hcR（〕le ATTRIBUTE：：＝（  

t寸工TH SⅥJTAX  H〔nctorData   

】二QuAlITY MATCHING RUIJE hcActorMatch   

SUBSTRINGS t収rCHING RしJI且 hcActorSubstringsMatch   

［D  id－hq⊃ki－atrhealthcareactor）  

”jbsignment of objec亡identifier values  

＝The f01lowing values are asslgnedin this TechicalSpeciiication：   

id－hcpkiOBJECrIDEmIFIER：：＝（iso（1）standard（0）hcpki（17090））   

id－hcpki－at OBJECTIDENTIF＝ER：：＝（id－hcpkiO）   

id－hcpki～aトhealthcareactor OBJECTIDENTITIER：：＝（id－hcpki－aヒl）   

id－hcpkircd OBJECTIDENTIFIER：：＝（idLhq⊃kil）  

F－ デ01lowing values are definedinJapanese；iPKT CP：   

1d一〕hpk土OBJECTIDⅢⅧ工F工ER：：＝  

（iso（1）merrber－body（2）jp（392）mhlw（100495）jhpki（1＝   

id－jhpki－Cdata OBし花CTIDENTIF＝ER：：＝（i（j－jhpki611）  

－一 二eflnition of data types：  

HCA＝tOrData：：＝ SET OF HCActor  

HCAこtOr：：ニニSE〔！皿CE（  

こdedData［0］Code⊂山ata′  

regionalHCActorData［1］SEQUENCEOFRegionalData OPTIONAL）－－Notel（Dc）nOtuSe）  

C⊂dedData：：＝SET（  

COdingSchemeReference［0］OBJECr工DmIFIER，  

”Contains theISO c∝辻ng scheme Referen＝e   

－－Orlocalcoding scheme reference achie▽ingISO or nationalregistration．   

－－LocalccdingschemereferenceinJap己neS（用PKIisid－jhpkiNCdata（definedatx3Ve）  

”In this profile，uSe this OID：Note2  

－－Atleast CNE of the f01lowing SHAL工」be present  

COdeDataValue［1］NumericString OPTIONAL，  

C⊂XdeDataFreeText［2］DirectoryString）rr Note 4  

Note 3（Do no亡 use）  

ReqionalData ‥：＝SEQUENCE（）－－D3nOt defineinJapanese HPKT CP  
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Notel：HCActorのregionalHcActorDataは、本CPでは使用しない。  

Note2：日本のHPKICPで定めたlocalcodingschemerefbrenceのOIDは、idjhbkiTOhta  

〈iso（1） memberbody（2）jp（392） mhlw（100495）jhpki（1） hcRole（6）  

national－COding，SCheme－reference（1）version（1）〉 とする。このOIDは、表7・1・3  

の資格名を参照する。  

Note3：本CPではCodedDataのcodeDataValueは用いない。  

Note4：本CPでは、COdeDataFreelもxtとしてのDirecroryStringには表7．1．3に規定し  

た‘MedicalDoctor，などの英語表記の資格名を用いる。また、DirecroryString  

はUTF8Stringでエンコードしたものを使う。マッチングルールはバイナリーマ  

ッチングによる。  
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＜参考＞   

以下に、hcRoleを含めたⅩ，509SubjectDirectoryAttributes拡張をDERエンコードし  

たデータのASN．1構造をダンプした例を示す。  

MedicalDoctorの例  

No ?Srpe Len Value 

O30 61＝SEQUENCE〈”Sub］eCtDirectoryAttrit）uteSeXt．eXtnValuecontents   

206 3二 OBJECTIDENTIFIERsubjectDirectoryAttributes（25299）   

704 54‥ OCTETSTRING，enCapSulatesi   

930 52‥  SEQUENCE（－－SubjectDirectoryAttributes  

l130 50‥  SEQUENCE（－－Attribute二＝h（二RoleAttribute   

1306  6：  OBJECTIDENTIFIER■101709001’”0ID：：type   

2131 40：  SETi”SETofAttributeValue＝‥values   

2331 38：  SETi”AttributeValue：：HCActorData   

2530 36‥  SEQUENCE（”HCActor   

27AO 34：  ［0］（”HCActor   

2931 32：  SET（．－CodedData   

31AO 12：  【0］（”COdlngSchemeReference＝localcodlngSCheme   

3306 10：  OBJECTII）ENTIFIER’123921004951611’  

‡  

【2］（－－COdeDataFreerIbxt   

UTF8String’MedicalDoctorT   

王・  

45A2 16：   

470C 14二  

、、一－、、以降はコメント  
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7．2 証明書失効リストのプロファイル  

7．2．1バージョン番号  

認証局が発行するCRLは、Ⅹ，509CRLフォーマット形式のバージョン2に従うもの   

とする。  

基本領域のプロファイルは表7．2．1に示す。  

7．2．2 CRLとCRLエントリ拡張領域  

CRLエントリの拡張領域のプロファイルは、以下の表7．2，2の通りとする。CRL拡張   

領域のプロファイルは、以下の表7．2．3の通りとする。  

表中の、「◎」は必須、「O」は場合により必須、「△」はオプション、「×」は設定し   

ないことを表す。  

表7．2．1証明書失効リストのプロファイル（CRL基本領域）  

フィールド  設定   説明   

Version  ◎  Ver2とする。   

Signature  ◎  SHA－1WithRSAEncryptionとする。   

英数字のみ使用する。（CountryNameはPrintable、そ  
Issuer  ◎  

れ以外はUTF－8で記述する）  

CountryName   ◎  c＝JP（固定）とする。  

LocalityName   △  

OrganizationName   ◎  

OrganizationUnitName  △  

CommonName   ◎  認証局のポリシを示す文字列を記載する。   

ThisUpdata  ◎  

NextUpdate  ◎  

RevokedCertificates  ◎  

UserCertificat，e   ◎  失効した証明書のserialNumberを記載。  

RevocationDate   ◎  失効日時を記載する。  

CrlEntryExtensions   ◎  拡張領域（crlEntryExtentions）参照   

CrlExtentions  ◎  拡張領域（crlExtensions）参照   
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表7．2．2 証明書失効リストのプロファイル（CRI．エントリ拡張領crlEntryExtentions）  

フィールド   設定 

ReasonCode   ◎   

HoldInstruct，ionCode   ×   

InvalidityDate   ×   

Certi董icat，eIssure   ×   

説明   Critical  

FALSE  

FALSE  

FALSE  

TRUE   

表7．2．3 証明書失効リストのプロファイル（CRl」拡張領域crlExtentions）  

フィールド   設定  

AuthorityKeyIdenti6er   ◎  

IssuerAltName   △  

CRLNumber   ◎  

D（！1taCRLIndicator   ×  

IssueingDistributionPoint  ○   分割CRL   

FreshesCRL   ×  

説明   Critical  

FALSE  

FALSE  

FALSE  

TRUE   

を用いる場合は必須   TRUE  

FA⊥SE  

7．3 0CSPプロファイル  

7．3．1バージョン番号  

規定しない。  

7．3．2 0CSP拡張領域  

規定しない。  
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8 準拠性監査とその他の評価  

準拠性監査は、多くのPKI相互運用性モデルの不可欠なコンポーネントである。本   

CPに従って証明書を発行する認証局は、本CPの要件に完全に従っているということ   

を検証者、加入者及びHPKI認証局専門家会議が満足する形で確立するものとする。  

8．1監査頻度  

認証局の準拠性監査は、1年以下の間隔で行われるものとする。但し、移管、譲渡、   

合併など、認証局の構成に大規模な変更があった場合は直ちに監査を実施するものとす   

る。  

8．2 監査者の身元・資格  

認証局は、認証局業務を直接行っている部門から独立した、適切な能力を有する監査   

者に定期監査を委託するものとする。  

8．3 監査者と被監査者の関係  

監査者は、認証局とは別個の組織に属することによって、被監査者から独立している   

ものとする。監査者は、被監査者と特別な利害関係を持たないものとする。  

8．4 監査テーマ  

監査は、本CP及び関連するCPSの準拠性をカバーする。  

8．5 監査指摘事項への対応  

認証局は、認証局代表者の指示のもと、監査における指摘事項に対する改善措置を実   

施する。  

8．6 監査結果の通知  

監査者によって証明書の信頼性に影響する重大な欠陥が発見された認証局又は登録   

局は、加入者、検証者及びHPXユ認証局専門家会議に直ちに通知するものとする。  
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9 その他の業務上及び法務上の事項  

9．1料金  

各種の料金については、本CPに従い運用される認証局が設定するものとし、本CP   

では規定しない。  

9．1．1証明書の発行又は更新料  

規定しない。  

9．1．2 証明書へのアクセス料金  

規定しない。  

9．1．3 失効又はステータス情報へのアクセス料金  

規定しない。  

9．1．4 その他のサービスに対する料金  

規定しない〈J  

9．1．5 払い戻し指針  

規定しない。  

9．2 財務上の責任  

本CPに従い運用される認証局は、その継続的な運営に必要とされる十分な財務的基   

盤を維持しなくてはならない。  

9．2．1保険の適用範囲  

規定しない。  

9．2．2 その他の資産  

規定しない。  

9．2．3 エンドエンティティに対する保険又は保証  

規定しない。  
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9．3 業務情報の秘密保護  

9．3．1秘密情報の範囲  

本CPに従う認証局が保持する個人及び組織の情報は、証明書、CRL、各認証局が定   

めるCPSの一部として明示的に公表されたものを除き、秘密保持対象として扱われる。   

認証局は、法の定めによる場合及び加入者による事前の承諾を得た場合を除いてこれら   

の情報を外部に開示しない。  

加入者の私有鍵は、その加入者によって秘密保持すべき情報である。認証局では、い   

かなる場合でもこれらの鍵へのアクセス手段を提供しない。  

監査ログに含まれる情報及び監査報告書は、秘密保持対象情報である。認証局は、本   

CP「8．6監査結果の報告」に記載されている場合及び法の定めによる場合を除いて、   

これらの情報を外部へ開示しない。  

9．3．2 秘密情報の範囲外の情報  

証明書及びCRLに含まれている情報は秘密情報として扱わない。  

その他、次の情報も秘密情報として扱わない。  

認証局以外の出所から、秘密保持の制限無しに公知となった情報  

開示に関して加入者によって承認されている情報  

9．3．3 秘密情報を保護する責任  

認証局は「9，3．1秘密情報の範囲」で規定された秘密情報を保護するため、内部及び   

外部からの情報漏洩に係わる脅威に対して合理的な保護対策を実施する責任を負う。  

ただし、認証局が保持する秘密情報を、法の定めによる場合及び加入者による事前の   

承諾を得た場合に開示することがある。その際、その情報を知り得た者は契約あるいは   

法的な制約によりその情報を第三者に開示することはできない。にもかかわらず、その   

ような情報が漏洩した場合、その責は漏洩した者が負う。  

9．4 個人情報のプライバシー 保護  

9．4．1 プライバシー ポリシ  

認証局における個人情報の取り扱いについては、各認証局のCPSで特定される「プ   

ライバシー ポリシ」を適用するものとする。  

9．4．2 プライバシー として保護される情報  
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認証局は、次の情報を保護すべき個人情報として取り扱う。  

登録局が本人確認や各種審査の目的で収集した情報の中で、証明書に含まれない  

情報。  

例えば、身分証明書、自宅住所、連絡先の詳細など、他の情報と容易に照合する  

ことができ、それにより特定の個人を識別することが可能な情報を指す。  

CRLに含まれない加入者の証明書失効又は停止の理由に関する情報。  

その他、認証局が業務遂行上知り得た加入者の個人情報。  

9．4．3 プライバシー とはみなされない情報  

次の情事鋸ま、秘密情報として扱わない。  

公開鍵証明書  

CRLに記載された情報  

9．4．4 個人情報を保護する責任  

認証局は「9．4．2 プライバシー として保護される情報」で規定された情報を保護する   

ため、内部及び外部からの情報漏洩に係わる脅威に対して合理的な保護対策を実施する   

責任を負う。  

9．4，5 個人情報の使用に関する個人への通知及び同意  

認証局は、証明書発行業務及びその他の認証業務の利用目的に限り個人情報を利用す   

る。それ以外の目的で個人情報を利用する場合は、法令で除外されている場合を除き、   

あらかじめ本人の同意を得るものとする。  

9．4．6 司法手続又は行政手続に基づく公開  

司法機関、行政機関又はその委託を受けたものの決定、命令、勧告等があった場合は、   

認証局は情報を開示することができる。  

9．4．7 その他の情報開示条件  

個人情報を提供した本人又はその代理人から当該本人に関する情報の開示を求めら   

れた場合、認証局で別途定める手続きに従って情報を開示する。この場合、複製にかか   

る実費、通信費用等については、情報開示を求める者の負担とする。  
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9．5 知的財産権  

認証局と加入者との間で別段の合意がなされない限り、認証局が提供するサービスに   

関わる情報資料及びデータは、次に示す当事者の権利に属するものとする。  

加入者証明書：認証局に帰属する財産である  

加入者の私有鍵：私有鍵は、その保存方法又は保存媒体の所有者に関わらず、公  

開鍵と対になる私有鍵を所有する加入者に帰属する財産である  

加入者の公開鍵：保存方法又は保存媒体の所有者に関わらず、対になる私有鍵を  

所有する加入者に帰属する財産である  

CPS：認証局に帰属する財産（著作権を含む）である  

本CP：「HPKI認証局専門家会議」に帰属する財産（著作権を含む）である  

9．6 表明保証  

9．6．1認証局の表明保証  

認証局は、その運営にあたり、本CP及び認証局の定めるCPSに基づいて、加入者及   

び検証者に対して次の認証局としての責任を果たすものとする。  

提供するサービスと運用のすべてが、本CPの要件と認証局の定めるCPSに従  

って行われること。  

証明書の発行時に、申請者の申請内容の真偽の確認を確実に行うこと。  

認証局が証明書を発行する時は、証明書に記載されている情報が本CPに従って  

検証されたことを保証すること。  

公開鍵を含む証明書を加入者に確実に届けること。  

認証局で定める失効ポリシに従って失効事由が生じた場合は、証明書を確実に失  

効すること。  

CRL、ARLなどの重要事項を認証局の定める方法により、速やかに入手できる  

ようにすること。  

認証局の定める方法で、CPに基づく加入者の権利と義務を各加入者に通知する  

こと。  

鍵の危殆化のおそれ、証明書又は鍵の更新、サービスの取り消し、及び紛争解決  

をするための手続きを加入者に通知すること。  

本CP「5 建物及び関連施設、運用のセキュリティ」及び「6 技術的セキュリ  

ティ管理」に従い認証局を運営し、私有鍵の危殆化を生じさせないこと。  

CA私有鍵が、証明書及び証明書失効リストに署名するためだけに使用されるこ  

とを保証すること。  
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申請者の申請内容の真偽の確認において利用した書類を含む、各種の書類の滅失、  

改ざんを防止し、10年間保管することり  

認証局の発行する証明書の中で、加入者に対して、加入者の名称（subjectDN）  

の一意性を検証可能にしておくこと。  

9．6．2 登録局の表明保証  

登録局は、認証局から独立して登録局を運営する場合、加入者、検証者、認証局に対   

して次の責任を果たすものとする。また、登録局は、認証局に代わって果たす行為につ   

いて個別に責任を負う。  

証明書発行にあたり、申請内容の真偽の確認を確実に行い、確認の結果を認証局  

に対して保証すること。  

認証局の発行する証明書の中で、加入者に対して加入者の名称（subjectDN）の  

一意性を検証可能にしておくこと。  

証明書申請情報を認証局に安全に送付し、登録記録を安全に保管すること。  

証明書失効申請を行う場合は、本CP F▼4．9．3 失効申請の処理手順」に従って失  

効申請を開始すること。  

将来の検証のため、また証明書がどのように、何故生成されたかを管理可能なよ  

うに、証明書の作成要求又は失効要求などのイベントを、認証局に移管した場合  

を除き、証明書の有効期間満了後10隼間保管すること。  

9．6．3 加入者の表明保証  

本CPに則り運営される認証局の加入者は、認証局に対して次の責任を果たすものと   

する。  

1．証明書発行申請内容に対する責任  

証明書発行申請を行う場合、認証局に提示する申請内容が虚偽なく正確である  

ことに対する責任を果たすこと。  

2．証明書記載事二項の担保責任  

証明書の記載内容について証明書の受領時に確認を行い、申請内容と相違ない  

かを確認すること。また、記載内容について現状との釆離が発生した場合には、  

速やかに当該証明書の失効手続きを行うこと。  

3．鍵などの管理責任  

私有鍵を保護し、紛失、暴露、改ざん、又は盗用されることを防止するために  

妥当な措置を取ること。  
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4．各種の届出に対する責任  

私有鍵の紛失、暴露、その他の危殆化、又はそれらが疑われる時には、認証局  

の定めるCPSに従って速やかに届け出ること。  

また、証明書情報に変更があった場合は、認証局の定めるCPSに従って速や  

かに届け出ること。  

5．利用規定の遵守責任  

加入者は、本CP及び認証局で加入者に対して開示される文章を読み、その利  

用規定及び禁止規定を遵守すること。  

9．6．4 検証者の表明保証  

本CPに則り運営される認証局の検証者は以下の責任を果たすものとする。  

1．利用規定の遵守責任  

検証者は、本CP及び認証局で検証者に対して開示される文章を読み、その利  

用規定及び禁止規定を遵守すること。また、証明書の利用に際しては信頼点の管  

理を確実に行うこと。  

2．証明書記載事項の確認責任  

検証者は、証明書を利用する際に、その有効性を確認する責任がある。有効性  

の確認には、以下の事項が含まれる。  

・証明書の署名が正しいこと  

・証明書の有効期限が切れていないこと  

・証明書が失効していないこと  

・証明書の記載事項が、本CP「7 証明書及び失効リスト及びOCSPのプロフ  

ァイル」に記述されているプロファイルと合致していること。特に、 次の2  

点の検証を実施することはHPKI署名用証明書として重要である。  

一OID及びIssuerのCNがHPKIの規定に一致していること  

－hcRole及びkeyUsageのnonRepudiationのみが立てられていること  

9．6．5 他の関係者の表明保証  

規定しない。  

9．7 無保証  

認証局は、本CP「9．6．1認証局表明保証」及び「9．6．2 登録局の表明保証」に規  
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定する保証に関連して発生するいかなる間接損害、特別損害、付随的損害又は派生的損  

害に対する責任を負わず、いかなる逸失利益、データの紛失又はその他の間接的若しく  

は派生的損害に対する責任を負わない。   

また、本CP「9．16．5 不可抗力」で規定される不可抗力によるサービス停止によって  

加入者、若しくはその他の第三者において損害が生じた場合、認証局は一切の責任を負  

わない。  

9．8 責任制限  

認証局は、加入者において電子証明書の利用又は私有鍵の管理その他加入者が注意す   

べき事項の運用が不適切であったた捌こ生じた損害に対して責任を負わない。  

また、認証局及び登録局の責任は、認証局及び登録局の怠慢行為によりCP、CPSに   

定められた運用を行わなかった場合に限定する。  

なお、本CP「9．6 表明保証」に関し、次イ）場合、認証局は責任を負わない。  

認証局に起因しない不法行為、不正使用並びに過失等により発生する一切の損害  

加入者又は検証者が自己の義務の履行を怠ったために生じた損害  

加入者又は検証者のシステムに起因して発生した－一切の損害  

加入者又は検証者が使用する端末のソフトウェアの戦艦、不具合あるいはその他  

の動作自体によって生じた損害  

認証局の責に帰することのできない事由で電子証明書及びCRLに公開された情  

報に起因する損害  

認証局の貢に帰することのできない事由で正常な通信が行われない状態で生じ  

た一切の損害  

証明書の使用に関して発生する業務又は取引上の債務等 、 一切の損害  

現時点の予想を超えた、ハードウェア的あるいはソフトウェア的な暗号アルゴリ  

ズム解読技術の向上に起因する損害  

9．9 補償  

本CPに規定された責任を果たさなかったことに起因して、認証局がサービスの加入   

者に対して損害を与えた場合、認証局で定める金額を上限として損害を賠償する。  

ただし、認証局側の貢に帰さない事由から発生した損害、逸失利益、間接損害、又は   

予見の有無を問わず、特別損害については、いかなる場合でも一切の責任を負わない。  

また、加入者は認証局が発行する証明書を申請した時点で、検証者は信栢した時点で、  
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認証局及び関連する組織等に対する損害賠償責任が発生する。  

9．10 本ポリシの有効期間と終了  

9．10．1有効期間  

本CPは、作成された後、「HPKI認証局専門家会議」により審査、承認されることに   

より有効になる。また、「9．10．2終了」で記述する本CPの終了まで有効であるものと   

する。  

9．10．2 終了  

本CPは、「9．10．3終了の影響と存続条項」で規定する存続条項を除き、「HPKI認証   

局専門家会議」が無効と宣言した時点又は「HPIq認証局専門家会議」が機能を果たさ   

なくなった場合、無効になる。  

9．10．3 終了の影響と存続条項  

文書が終了した場合であっても、「9．3 企業情報の秘密保護」、「9．4 個人情報のプラ   

イバシー 保護」、「9．5 知的財産権」に関する責務は存続するものとする。また、「HPKI   

認証局専門家会議」において部分的な存続を定めた場合は、当該存続部分は有効なもの   

とする。  

9．11関係者間の個々の通知と連絡  

認証局から加入者への通知方法は、別項で特に定めるものを除き、電子メール、ホー   

ムページへの掲載、郵送による書面通知など認証局が適当と判断した方法により行うも   

のとする。また、認証局から加入者の届け出た住所、Ⅲ番号又は電子メールアドレス   

に宛てて加入者への通知を発した場合には、当該通知が延着又は不着となった場合であ   

っても、通常到達すべき時に到達したものとみなす。  

9．12 改訂  

9．12．1改訂手続き  

「HPIq認証局専門家会議」が本CPの改訂を行う場合は、改訂に先立ち、本CPに   

関連する全ての認証局に通知を行い、意見を求める。  

本CPが変更された時は、「HPKI認証局専門家会議」によって承認する。  

64   



9．12．2 通知方法と期間  

本CPが改訂された場合、情報公開用Webサイト等を通じて、全ての加入者、関連す   

る認証局及び検証者に速やかに公開する。公開の期間については、次のように定める。  

重要な変更は、通知後90日を上限として、通知に定められた告知期間を経て効  

力を生ずる。なお、通知後、上記で示した方法に従い通知を行うことにより、変  

更を中止することもあり得る。但し、監査指摘事項などによる緊急を要する重要  

な変更は、通知後、直ちに効力を生ずj5。  

重要でない変更は、通知後直ちに効力を生ずる。  

9．12．3 オブジェクト識別子（0ID）の変更理由  

本CPの変更があった場合には、本CPのバージョン番号を更新する。また、次の場   

合には、0IDを変更する。  

証明書又はCRLのプロファイルが変更されたとき  

セキュリティ上重要な変更がされたとき  

本人性、国家資格の確認方法の厳密さに重要な影響を及ぼす変更がされたとき  

9．13 紛争解決手続  

証明書の発行主体である、各認証局のCPSにおいて定める。  

9．こ14 準拠法  

本CPは、「電子署名及び認証業務に関する法律」、「個人情報の保護に関する法律」及   

び関連する日本国内法規に準拠している。  

9．15 適用法の遵守  

本CPの運用にあたっては、日本国内法及び公的通知等がある場合はそれを優先する。  

9．16 雑則  

9．16．1完全合意条項  

本CPは、本CPに定められたサービスに対して当事者間の完全合意を構成し、認証   

業務について記述された書面又は口頭による過去の一切の意思表示、合意文は表明事項   

に取って代わるものである。  

65   



9．16．2 権利譲渡条項  

関係者は、本CPに定める権利義務を担保に供することができない。また、次の場合   

を除き、第三者に譲渡することができない。  

認証局が登録局に本CPに定める業務の委託を行うとき  

本CPに則った認証局の移管又は譲渡を行うとき  

9．16．3 分離条項  

本CPのひとつ又は複数の条項が司法の判断により、無効であると解釈された場合で   

あっても、その他の条項の有効性には影響を与えない。無効と判断された条項は、法令   

の範囲内で当事者の合理的な意思を反映した規定に読み替える。  

9．16．4 強制執行条項（弁護士費用及び権利放棄）  

規定しない。  

9．16．5 不可抗力  

以下に例示されるような通常人の標準的な注意義務を尽くしても、予防・回避できな   

い事象を不可抗力とする。不可抗力によって損害が発生した場合、本CP「9．7無保証」   

の規定により認証局は免責される。  

火災、雷、噴火、洪水、地震、嵐、台風、天変地異、自然災害、放射能汚染、有  

害物質による汚染、又は、その他の自然現象  

暴動、市民暴動、悪意的損害、破壊行為、内乱、戦争（宣戦布告されているか否  

かを問わない）又は革命  

裁判所、政府又は地方機関による作為又は不作為  

ストライキ、工場閉鎖、労働争議  

認証局の責によらない事由で、本CPに基づく義務の遂行上必要とする必須の機  

器、物品、供給物若しくはサービス（電力、ネットワークその他の設備を含むが  

それに限らない）が利用不能となった場合  

9．17 その他の条項  

本CPを採用した認証局又は登録局が別の組織と合併若しくは別の組織に移管、譲渡   

する場合、新しい組織は本CPの方針に同意し責任を持ち続けるものとする。  
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